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r三田学会雑誌J 82卷特別号一I (1990年3月）

有 効 需 要 原 理 と 価 格 理 論

神 谷 傳 造

有効需要の原理は，ワルラスの伝統に従う価格と資源配分の理論にどう接合するか。この問題に

ついては，すでに多くのことがいわれてきた。まずケインズ〔1のにおける所論の多く力:，とくに

「消費性向」に関する第8 享と「資本の限界効率」に関する第11享が，兩者の関連の存在を暗示し 
(1) (2)

ている。また，クラウワー〔4 〕，そしてそれに触発されたバロおよびグロスマン〔2〕以後，ペナシ

一〔3 〕等によるいわゆる数量調整理論の盛況が見られた。それは，価格の固定性を前提として，需

給の不一致が各経済主体の取引量に対して課する数量制約に，諸市場を均衡化する作用があること

を示す理論である。さらに，アロウ〔1〕の示唆に従うハーン〔8 〕，根岸〔13〕の推定需要曲線理論が

ある。これは，市場不均衡下で各経済主体が独占力を持つとの見解のもとに，各経済主体の設定す
(3)

る値格の変動が，結果として経済を非ワルラス均衡へと導き得ることを示す試みである。これらの

探究の一辰開として，賃金率あるいは価格の硬直性の原因についての様々な研究がある。この問題

はまた，競売人のいない市場の調整機構，さらには，貨幣を用いる市場の調整機構に関する研究と
(4)

も結びついている。これらの問題について精敏な数理理論を含む多数の貢献があるにもかかわらず, 

価格理論と有効需要原理の関係について，重要な一点がなお不明のままに残されている。それは，

有効需要原理の中心概念である消費関数，すなわち社会の総生産と総消費の関係を示すものとして
(5)

の消費関数を 

の目的である

(5)  _
の消費関数を媒介とした価格理論と有効需要原理の接合についてである。この問題を解くのが本稿

注 （1 ) ケインズ〔1のの理論を所得分析と呼び値格理論に対置するのは適切ではない。

C 2 ) バロおよびグロスマンが指摘するとおり，クラウワーの消費者に関する二重決定仮説に対して，バ 

ティンキン〔14〕は生産者に関する二重決定仮説を提示している。バチィンキン〔14〕第13享を見よ。

( 3 ) ペナシー，ハーン，根岸の貢献，およびそれに関連する諸研究について， ドレイゼンの展望論文が 

ある。 ドレイゼン〔5〕。

( 4 ) これらの研究の最近の展開については，フィッシャー〔6〕を見よ。

( 5 ) 有効需要原理は，集計量の需要供給均衡に基づく生産量および雇用量決定の原理である。參計量と 

しての需要量と供給量の均衡を考える場合は，需要量が供給量に依存することを無視し得ない。その 

意味で，個別市場における需要量と供給量の均衡を考える場合とは本質的に異なる問題がある。この 
ことについては，シュムペーター〔16〕第皿部，第6享，第4節，とくに617頁を見よ。セイ法則と 

して知られるセイの発見の本質は，この総需要と総供給の依存関係であるとシュムペーターは見てい 

る。クラウワー〔4〕は，消費需要と所得の関係を問題としながら，この総需要と総供給の依存関係 

についての認識が十分ではない。
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有効需要の原理は，社会の総生産と総需要の関係について二つのことを前提としている。第一に, 

総生産がゼロのときに総需要はゼロより大きいこと，第二に，総生産の増大とにもなって総需要は 

増大するが，総需要の増分は総生産の増分より小さいことである。したがって，総生産と総需要が 

一致するような総生産の水準が一つ定まる。経済の総生産はそのような水準に定まるというのが有 

効需要の原理である。総需要は総消費需要と総投資需要に分解される。総消費需要は，総生産とと 

もに増減し，第二の前提にとっての主要な経験上の根拠となっている。 また総投資需要は，総生産 

の増減にともなう変化が総消費需要に比べて小さく，第一の前提にとっての主要な経験上の根拠と 

なっている。このように有効需要原理は，社会の総生産，総消費，総投資という三つの集計量相互 

の関係を基礎とする原理である。

また，総需要は総消費と総投資から成ると見なすことによって，有効需要原理と価格理論の結び 

つきが見出される。生産物が消費と投資に用いられるということは，資源の異時点間配分を意味す

るからである。それは，消費者の立場から見れば，所得の消費と貯蓄への分割，すなわち異時点の
(6)

消費への配分を意味し，生産者の立場から見れば，要爱投入の異時点の生産への配分を意味する。 

これらはいずれも，価格理論の中心問題にほかならない。

有効需要原理の二つの面，すなわち，総生産と総需要のあいだの関数関係を基礎とするという一 

面と異時点間資源配分の問題を含むという一面とを考慮しつつ，有効需要原理と価格理論がたがい 

にどう接合するかを見るのが以下の課題である。

問題を，いくつかの点で限定しなければならない。本稿では，第一に，時間が経過する中での経 

済変動の問題は取り扱わない。静学均衡分析に徹しつつ異時点間資源配分の問題を考える工夫とし 

て， ヒックス〔9 〕の一時的均衡理論の見方を採用する。第二に，個別経済主体の行動を表す関数が 

どのように集計量の関数に集計されろかの，いわゆる集計の問題は取り扱わない。そのため，ただ 

一人の消ま者とただ一人の生産者のみからなる経済を考え，財および労働用役はそれぞれ一種類の 

みであると考える。各経済主体は，価格体系を見ながら，財と労働用役のあいだ，異時点の財のあ 

いだ，異時点の労働用役のあいだの選択を行なう。最後に第三に，論理の展開をできるだけ平易な 

ものとするために，二期間のみで終る経済に議論を限定する。結論が具体的な数値に触れる真の定 

量分析にわたらないかぎり，このような単純化は，問題の本質を明らかにするためにかえって有用 

である。

そのような経済を考えながら，価格が固定されているという条件のもとで，有効需要原理を表す

注 （6 ) 有効需要原理と価格理論の結びつきを考えるために，別の接近法もある。たとえばバロおよびグロ 

ス マ ン〔幻，マランヴォー〔12〕は，貨幣保有への需要の結果として貯蓄が行なわれるものとし，総 

生産と消費需要の差を埋めるのは投資需要ではなく政府需要であるとして議論を進めている。投資需 
要のかわりに政府需要を考えることはともかく，貯蓄の動機を貨幣への需要であると考えることは， 

貨幣経済についての不当な結論へと我々 を導くおそれがあるという意味で好ましくない。貨幣経済の 
本質の多くが捨象されているからである。貯蓄行為の最も自然な説明は，所得の異時点消費への配分 

である。貯蓄をそのようなものと見なせぱ，消費需要と並ぶもう一つの需要要因として投資需要を考 
えることが極めて自然である。



方程式系が消費者の効用最大化と生産者の利潤最大化に接合し得ることを示したのち，有効需要原 

理を適用し得るか否かは，価格体系がどのように画定されているかに依存するものであることを示 

す。はじめのニ節では，論理の基本構造を明らかにするために無時間の経済の理論を考える。まず 

第 I 節では価格のイ申縮性を前堤とした価格調整均衡の条件を示し，次に第n 節では価格の固定性を 

前堤とした数量調整均衡の条件を示す。バティンキン，クラウワー，バロおよびグロスマン，マラ 

ンヴォ一等の強調する新しい均衡概念は，いずれも，この段階の理論の中で理解され得るものであ 

ることが分かる。残りの三節は，二期間経済の一時的均衡理論を扱う。第HI節で価格の伸縮性を前 

提とした価格調整均衡の条件を，第IV節で価格の固定性を前堤とした数量調整均衡の条件を示した 

のち，最後に第V節で，数量調整均衡が成立するか否かは値格体系がどのように固定されているか 

に依存することを示す。

一種類の財と一種類の労動が生産者と消費者のあいだで取り引きされる経済を考えよう。時間の 

無い経済では，貯蓄も投資もないから，この経済で取り引きされる財は消費財である。生産者は労 

働を投入して消費財を生産し，消費者は労働を供給し消費財を消費する。いま，生産者の持つ生産 

技術が生産関数

によって表され，消費者の選好が効用関数 

u=uCx, y j

によって表されるものとしよう。ここに，a;は労働用役の量，2/は消費財の量を表す。いうまでも 

なく，生産関数については

/ '(aO 〉0 (労働の生産性）

また効用関数については

Mx(a;,2/)<0 (労働の不効用）

UyCx, 7/)>0 (消費財の効用）
の

の条件が成り立つ。さらに，通常のとおり，生産関数については労働の限界生産力適減の法則，効 

用関数については限界代替率適減の法則が成り立つものとしよう。本稿では，このような構造を持 

つ経済の様々な市場均衡を考える。

はじめに，価格調整の市場均衡を考えよう。価格調整の市場均衡とは，価格体系に反応する生産 

者，消費者の行動が，価格体系自体の動きを通じて調整され，諸市場の需要供絵が一致することで 

ある。いまわれわれが考えている経済については，価格体系は労働用役価格および消費財価格のニ

注 （7) (a;), (ar, 2̂ ), が)である。
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つから成る。貨幣を単位として表したそれぞれをM；および/>としよう。

生産者は生産技術の制約のもとで利潤最大化を行ない，消費者は所得の制約のもとで効用最大化 

を行なう。そのような最大化行動の原理から，需要量，供給量と価格体系のあいだに，以下のよう 

な周知の条件が導き出される。まず生産者については，

( 1 ) fXxD) =▼ ,
P

(2) y S = f^：D),

そして消費者については，

(3) が ’ yD) W
Uyix^, yD) p '

(4) キぜニ yD
P P

である。ここに，労働用役の量0；および消費財の量2/に付した添字Z), S は，それがそれぞれ需要 

量，供給量であることを示す。また;r は，消費者が受け取る利潤の大きさを表す。生産者にとって 

生産関数が既知であるとすると，その労働需要量は実質賃金率どの関数として決定されることが分
P

かる。また消費財供給量も同時に実質賃金率の関数として決定されることが分かる。一方消費者に 

ついては，選好すなわち効用関数が消費者にとって既知であるとすると，その労働供給量および消 

費財需要量が実質利潤額*5■と実質賃金率の関数として決定されることが分かる。このように，最
P P

大化行動の原理から，次のように表される需要関数，供給関数が導かれる。

(5)

ys= が

これらの関係をもとにして，どのように価格体系が決定されるかを考えよう。すでに述べたとお 

り，価格調整の市場均衡では，諸市場の需要供給が一致するように価格体系が決定される。したが 

って，価格体系は次の条件を満たさなければならない。

f) 
f)

需要関数，供給関数の性質を考えると，これらの等式は相互に関連しあっていることが分かる。 

一層明確にいえぱ，一方の等式が成り立つとき，他方の等式も必ず成り立つ。つまり，消參財市場
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の需要供給が一致するとき，労働市場の需要供給も必ず一致する。またその逆もいえる。このこと 

を明らかにするためには，消費者の需要，供給の決定因の一'"̂ である利潤と生産者の行動との関連 

を見れぱよい。すなわち，

ケ ン D

である。これを消費者の所得制約条件（4 ) に代入すると，

がしチだの+ 1•が=2/の.

したがって，

( 7 ) ぐの一が）+(2/力一:y り=0
P

つまり，需要量，供給量は，経済全体の超過需要の総価値額がつねに0 となるように定められてい
(8)
る。このことから，市場が二つしかないわれわれの経済では，一方の市場の需要供給が一致すると 

き，他方の市場の需要供給も一致していなけれぱならないことが分かる。したがって，価格調整の 

市場均衡における価格体系を決定する条件は，ただ一つの等式

(8)
\ UI 

p j  \p)’ p .

によって表される。この方程式を満たす価格体系が，価格調整の市場均衡価格体系である。このよ 

うな均衡をワルラス均衡とよぼう。

いままでの議論を要約すると，価格調整の市場均衡，すなわちワルラス均衡とは，次の諸条件を 

満たす価格体系と資源配分が美現する状態を指す概念である。 

a . 企業の利潤最大化

/ a  の) = 4 ^

) . 家計の効用最大化

Ux(.x^, _y°') _w*

UyQx ,̂ y°) p*

ys 一一̂  だの + - ^ x ^ = y °

：. 需要供絵の均衡 

x°=x^

注 （8 ) これは，ワルラス法則として知られている関係である。



n

価格が固定されている経済の分析に移ろう。諸市場は数量の動きを通じて需要供給の均衡に導か

れる。その意味で，この経済の均衡を数量調整の市場均衡と呼ぶ。固定価格経済の数量調整均衡に
(9)

ついては，「古典派経済学の第一公準」「古典派経済学の第二公準」との関連で三種の均衡を区別す 

ることができる。第一公準のみを満たす均衡，第二公準のみを満たす均衡，どちらの公準も満たさ 

ない均衡である。その相違に注意しながら数量調整の市場均衡の条件を明らかにするのが本節の目 

的である。

数量調整の市場均衡理論は，経済主体の行動についての，いわゆる数量制約理論を基礎とする。

経済主体の行動の数量制約理論とは要するに，固定価格体系のもとで，消費者は労働の可能供給量
( 10)

を制約条件として消費財需要量を決定し，生産者は生産物の可能供絵量を制約条件として労働需要
ひ1)

量を決定するという理論である。それぞれの可能供給量は，市場の理論の中で需要量と結びつけら 

れる。

前節で考えた経済について，相対価格弓，すなわち実質賃金率がある水準に固定されているもの
P

として，数量調整の市場均衡において満たされるべき基本条件を考えよう。いま，消費者にとって 

の労働供給の数量制約をa；, 生産者にとっての消費財供給の数量制約を2/とすると，消費者の消費 

財需要量は

(9) yD= ポ  X

生産者の労働需要量は

( L d が)ニ广 1〔め

(12)

のように定まる。したがって市場均衡の条件は，労働市場について 

(U) /-i(2/) =  a;

消費財市場について

(13 y = ^ + ^ x

注 〔9 ) ケインズ〔1の第 2章，5頁。

(1の消費者のこのような行動をクラウワーは消費者の二重決定dual decisionと呼ぶ。クラウワー〔4〕， 

18頁。次に述べる生産者の二重決定仮説は，バロおよびグロスマン〔2〕が指摘するとおり，バティ 

ンキン〔14〕に既にある。同言第13章を見よ。

( 1 1 )逆に，需要に対する数量制約のもとに供給量が決定されると考えて理論を組み立てることもできるC 

しかし，後に明らかになるように，供給に対する数量制約のもとに需要量が決定されると考えても， 
需要に对する数量制約のもとに供給量が決定されると考えても，数量調整の市場均衡条件は全く同じ 

になる。云い換えれば，少なくとも静学均衡分析に留るかぎり，これら二つの考え方は，一つの均衡 

条件の二つの異なる解釈にすぎない。マ ラ ン ヴ ォ ー 〔12〕のように両方を同時に取り入れると，結果 

が整理しつくされないことになる。

(12) は/ 〔X ) の逆関数を表す。

---8 ----



である。

当面われわれが考えているような単純な構造の経済については，達成可能な資源配分がすべて数 

量調整の均衡資源配分となる。そのことを次に示そう。まず，前節の場合と同様，二つの市場均衡 

条件は利潤の定義

y ヤ ト D

を通じて互いに関連づけられる。この関係を消費者の消費財需要関数に代入すると， 

y ^ = y - f x - + f x  

したがって

Q3 ^C x ^—x') + Cy^—y')=0

( 13)
すなわち，超過需要量の総値値額はつねに0 とならなけれぱならない。ゆえに，一方の市場の需要

( 14)
供給が一致すれぱ，他方の市場の需要供給も必ず一致する。市場均衡の条件として，二つの市場の 

需要供給均等条件のうちいずれか一方のみを考えればよいことになる。そこで，労働市場の均衡条 

件 （1 2 )を考えると，そこから直ちに，

0.4) 2 /= y o )

の関係を得る。このことは，生産関数の関係を満たす労働量と消費量すなわち達成可能な資源配分 

がすべて均衡資源配分であることを示している。

これは，市場均衡の概念としては明らかに広すぎる。市場での交換が，交換を通じての最適化の 

行動であることをまったく無視しているからである。そこで，そのことを考慮してこの概念を限定 

しなけれぱならない。

消費者，生産者が，所与の価格体系のもとでそれぞれ効用最大化，利潤最大化を目的として需要 

量と供給量を決定するものとしよう。ワルラス均衡の理論との相違は，経済主体の最適化理論の段 

階では，消費者が可能労働供給量の制約に服し，生産者が可能消費財供給量の制約に服するという 

数量制約の条件が加わるという点にあり，市場の需要供給均衡理論の段階では，価格体系が固定さ 

れたまま，数量調整を通じて諸市場が需要供給の均衡に導かれるという点にある。そのような市場 

均衡の状態では，いま労働投入量と消費財産出量がともに0 となる場合を除けば，まず消費の限界 

代替率と相対価格のあいだに

注 （1 3 ) ワルラス法則である。それは，生産者の生み出す利潤と消費者の受け取る利潤が等しいということ 

の論理的帰結にすぎない。利潤を媒介とする総生産と総所得の関係を考えることが，有効需要原理の 

意味を理解する上で不可欠である。

( 1 4 )一方の市場が超過供給であれぱ，他方の市場は超過需要である。このことを，一般的過剰生産の否 

定と解釈してはならない。我々は，ワルラス均衡よりも広い均衡概念を採用しつつ均衡分析に徹して 

いることに注意せよ。
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の関係が成り立っていなけれぱならない。なぜなら，もしそうでなければ，所与の相対価格のもと 

で消費者は労働供給量を減らし，したがって余暇をふやして，それに伴って消費財需要量を減らし 

て効用を高めることができる。また，労働の限界生産力と相対価格のあいだに

の関係が成り立っていなけれぱならない。なぜなら，もしそうでなければ，所与の相対価格のもと 

では生産者は消費財供絵量を減らして，それに伴って労働■要量を減らして利潤を高めることがで 

きる。このようにして，消費者の効用最大化と生産者の利潤最大化を考えると，価格体系を所与と 

する数量調整の市場均衡においては，

(15)

( 16)
の関係が成り立っていなけれぱならないことが分かる。

この関係（1 5 )を基にして，様々な均衡概念の区別を明らかにすろことができろ。均衡におけろ 

労働投入量と消費財産出量がともに0 となる場合を除いて，その区別を次に示そう。まず一つの特 

殊な場合として

( 17)
が成り立つ場合が考えられる。これは，ワルラス均衡の条件にほかならない。つまり，数量調整均 

衡の概念はワルラス均衡の概念を含む。いうまでもなく，数量調整均衡がワルラス均衡に一致する 

ためには，価格体系がワルラス均衡の価格体系に固定されていなければならない。（16) が成り立 

たなL、数量調整均衡を非ワルラス均衡と呼ぽう。非ワルラス均衡の分析を通じて知られるように， 

ワルラス均衡の価格体系のもとでも，非ワルラス均衡の成立する可能性がある。

経済主体の最適化を前提とする数量調整均衡の条件〔15) に含まれる二つの式がともに等号で成 

り立つのがワルラス均衡であるに対して，二つの式のうち少なくとも一方が厳密な不等式で成り立 

つのが非ワルラス均衡である。非ワルラス均衡に含まれる場合を列挙すれぱ次の三つになる。

a力 チ , ' ( め

(15)

注 （1 5 )次に示す生産者に関する条件とともに，これはクーンおよびタッカー〔11〕の定理の応用である。

( 1 6 )所与の実質賃金率I■に対して，（14 )および（15)を同時に満たす:T, がが数量調整均衡の労働雇用 

量，消費財生産量である。これらは，なお，一意には確定しない。

( 1 7 )消費の限界代替率一^ と労働の限界生産力/ ' (® )が等しいことを示す（16 )は，ワルラス均衡の 

資源配分が，達成可能な資源配分の中で消費者の効用を最大化する資源配分であることを示しているC 

これは，消費者が多数である場合のパレート最適条件に対 £̂：する。
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08)
- く チ (だ)

⑩ _そ =ミ (め

(1 7 )は，「古典派経済学の第一公準」が満たされ，r第二公準」が満たされないことを示している，
( 18)

これがケインズの均衡概念にほかならない。非ワルラス均衡にはそのほ力S 「第一公準」「第二公準」
( 19)

がいずれも満たされない（1 8 )の場合と，r第二公準」が満たされ「第一公準」が満たされない 
(20)

( 1 9 )の場合とがあることが分かる。

これらの非ワルラス均衡の特徴をさらに立ち入って調べてみると，まず，余暇の消費財に対すろ 

消費の限界代替率一- ^ が労働の限界生産力/ ' ( a O より小さいことから，労働雇用量がワルラス
饥"  (21)

均衡の労働雇用量より小さいことが分かる。次に（1 7 )から（W) までが示す三つの場合のそれぞ 

れについて見よう。r古典派経済学の第一公準」が満たされる非ワルラス均衡においては，労働の 

限界生産力が実質賃金率に等しいから，生産者は，所与の価格体系のもとで，数量制約を受けない

注 （1 8 )ケインズ〔10〕第2享。とくに17頁を見よ。クラウワー〔4〕の消費者の二重決定のもとでの均衡 

もこの概全に含まれる。マランヴォー〔12〕はこれを「古典派の失業classical unemployment」の 

場合と呼んでいる。同富第 2享，第8節を見よ。
( 1 9 ) マランヴォー〔12〕の 「ケインズ派の失業Keynesian unemploymentJ「抑 イ ンフレーシヨン 

repressed inflation」の場合は，いずれもこの種の非ワルラス均衡であると考えられる。これらは， 

生産者の二重決定をも含むという意味で，パティンキン〔14〕の均衡概念でもある。

( 2 0 )生産者の二重決定をも考えると，「古典派経済学の第一公準」を満たす非ワルラス均衡の対称概念 

として，このような均衡も当然考えられる。

( 2 1 )数量調S 均衡の資源配分は（14 )および（15 )を満たす資源配分である。いま，ワルラス均衡の労 

働投入量，消 費 財 産 出 量 を y ^ , 非ワルラス均衡の労働投入量，消費財産出量をXて y Nとし 

よぅ。もし
(A  1 ) x ^> x ^

であるとすると不合理が生じることを以下のようにして示すことができる。まず，労働の生産性の前 
提から，（A1) ならぱ 

( A 2 )  yN〉yW

である。そこで，ワルラス均衡，非ワルラス均愈における労働の限界生産力をそれぞれtrダとす 

ると，労働の限界生産力適減の法則より，

( A 3 )  « ベ ^ ^ く

である。次に，ワルラス均衡，非ワルラス均衡における余暇の消費財に対する消費の限界代替率をそ 

れぞれ)3»̂  iSがとすると，条件〔15 )そしてワルラス均衡，非ワルラス均衡の定義から，
(A4)  目N く aN

である。（A 3 ) および〔A 4 ) から，

日N くy? -y_

したがって
(A  5) yW_

( A 6 )  yN- ドザ〉yW—ド ;c 双

を得る。（A 5), (A  6 ) は，二 つ の 資 源 配 分 と （Xぐ 2/りのあいだの消費者の選好順 

序を示している。（A 5 ) は GcW, 2 /^ )力：Ocダ，y N )より選好されることを示し，（A 6 ) は逆に 

(®が，2/が）力； y ^：) より選好されることをボしている。これは不合理である。
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利潤最大化を実現している。一方，消費の限界代替率は実質賃金率より小さいから，消費者は，所

与の価格体系のもとで，数量制約を受けない効用最大化を実現していない。実現された労働供給量，

消費財需要量は，数量制約のない最適量に比していずれも過小である。したがって，数量制約のな

い最適需要量，供給量のあいだには，労働の超過供給，消費財の超過需要の関係がある。このような
(22)

均衡は，固定実質賃金率がワルラス均衡の実質賃金率より大きいときのみ生じる。実質賃金率がワ

'レラス均衡の実質賃金率よりも高いある水準に固定されたとき，その実質賃金率のもとで第一公準

を満たす達成可能資源配分においては，余暇の消費財に对する消費のPfi界代替率一"^が労働の限

界生産力 / ' 0 ) より小さい。したがってその資源配分状態は，その実質賃金率のもとでの，第一

公準を満たす非ワルラス均衡の一つである。r古典派経済学の第二公準」が満たされる非ワルラス

均衡においては，逆に，所与の価格体系のもとで，消費者は数量制約を受けない効用最大化を実現

しているに対して，生産者は数量制約を受けない利潤最大化を実現していない。実現された労働需

要量，消費財供給量は，数量制約のない最適量に比していずれも過小である。したがって，数量制

約のない最適需要量，供給量のあいだには，労働の超過需要，消費財の超過供給の関係がある。こ

のような均衡を生じさせ得る価格体系については，何も特定できない。最後に，「古典派経済学の

第一公準，第二公準」がいずれも満たされない非ワルラス均衡においては，消費者にとっても生産
(24)

者にとっても，実現された需要量，供給量は，数量制約のない最適量に比していずれも過小である。 

このような均衡を生じさせ得る価格体系については，やはり何も特定できない。

要約すると，非ワルラス均衡の中に，r古典派経済学の第一公準」を満たす均衡，r古典派経済学 

の第二公準」を満たす均衡，r古典派経済学の第一公準，第二公象」をいずれも満たさない均衡の 

二種かある。これらの均衝における労働雇用量は，いずれも，ワルラス均衡における労働雇用量よ 

り小さい。価格体系がワルラス均衡のそれと異なるとき非ワルラス均衡が生じる。ワルラス均衡の 

価格体系のもとで非ワルラス均衡が生じることもあり得る。実質賃金率がワルラス均衡のそれより 

も低いとき，「古典派経済学の第一公準」を満たす非ワルラス均衡は生じ得ない。

m

時間の無い経済に関する数量調整の市場均衡理論を通じて，非ワルラス均衡の特徴を明らかにす 

ることができた。しかしすでに指摘したとおり，この理論は，均衡配分の決定に関して極めて弱い 

理論である。無時間の経済の理論において貯蓄がなく，所得がすべて消費されるからである。そこ 

で，貯蓄が行なわれ，したがって投資が行なわれる経済へと理論を拡張しよう。それはとりもなお 

さず，異時点間資源配分の問題を持つ経済への理論の拡張である。まず本節では，異時点間資源配

注 （2 2 )非ワルラス均衡の労働雇用量がワルラス均衡の労働雇用量より小さいことから，このことは直ちに 

明らかである。

( 2 3 )逆を仮定すると消費者の選好順序について不合理が生じる。注C21)と同様の推論である。

(24) このような状態が持続するのはなぜかについては，動学分析を通じての説明が必要と思われる„

12



分のワルラス均衡の概念を，一時的均衡理論の中で明らかにする。

二期間の理論を考えよう。これまでと同様，一種類の財と一種類の労働が消費者と生産者のあい 

だで取り引きされろものとする。消費，投資については，同種の財が両方の用途に当てられるもの 

と考える。いま，消費者の選好が効用関数 

" ニ《Oo, yo; xu y o  

によって表され，生産者の持つ生産技術が生産関数 

yo=f(.sco, ko') 

y i= f(.xu  kQ+z)

によって表されるものとしよう。ここに，0；は労働用役の量，1/は生産物の量を表し，添字0 , 1 

はそれぞれ今期，来期を示す。また，2 は来期の生産のために今期つけ加えられる資本形成の大き 

さを表す。効用関数については

«xo<0, Mxi<0 (労働の不効用）

MVo>0, %1>0 (消費財の効用）

また生産関数については

/1>0 (労働の生産性）

/2>0 (資本財の生産性）

の条件が成り立ち，さらに，効用関数については限界代替率通減の法則，生産関数については労働 

および資本財の限界生産力適減の法則が成り立つものとしよう。今期の資本ストックh は歴史与 

件である。このような構造をもつ経済における価格調整の一時的均衡の条件を明らかにするのが本 

節の残った問題である。

まず，消費者の効用最大化，生産者の利潤最大化を達成する需要量，供給量と価格体系のあいだ 

の関係は，無時間の理論からの類推によって，以下のとおりになることが明らかである。消費者に 

ついては

m 同時点内条件--"ゆ "め-

⑩異時点間条件

&2) 予算制約条件 

そして生産者については

(23̂ 同時点内条件 

(24) 異時点間条件

Uyo p o ， Uyi p i

Po

Uyi ^p i

7：0 +  ̂ 7II +  WoXo +  细 i x f  ニ poVS +  沖

f iC xo ,み0) ニ / i (ぜ，h + z )

/ 2O 1’ん0 + 2) ニ- ^

⑤技術制約条件  / 0 ? ,  ko')=yo, fQxo, h+ z) =  yf 

である。無時間の理論の場合と同様，添字！)，S は，それぞれ需要量供給量であることを示す。利

13



潤 :T ,価格M；, に付した添字0 , 1 は，数量の場合と同様，それぞれ今期，来期の値であること
(25)

を示す。また# は割引因子である。これらの最適条件から，今期の需要量，供給量は，今期の生産

物価格かを基準とした来期の予想利潤予想生産物価格予想賃金率 1 を与件として，
po po po

今期の利潤I , 賃金率割引因子卢の関数として定まることが分かる。それを数式によって 

表現すると次のようになる。

パ= ぺ

V po Po 

y D = y V ( ^ _ ^ 0  Wo

A) ワ

z ^ = z K f )

無時間の場合とは異なりこの理論では，消費者側に消費されない所得がある一方，生産者側には 

回収されない支出がある。前者の余剰は，貸し付けを通じて後者の不足を^®うために用いられる。 

一時的均衡理論では，貸付市場あるいはHE券市場を考慮しなければならない。通常，貸し付けの供 

給者すなわちIE券の需要者は消費者であり，貸し付けの需要者すなわち証券の供給者は生産者であ 

る。いま，今期の生産物を単位として表した証券の需要量をが̂ 供給量をろS とすると，利潤がす 

ベて消費者に分配しつくされる制度のもとでは

が の

であることが明らかである。iCo®, 2/?はいずれも^ ^ ,  タの関数であり，>2のは|9のみの関数

であるから，が，b s は

が)= が/ _ … 、
は 、力0 , ’ ノ 

み®= がCめ

のように言かれる。また，消費者および生産者の収支は，

(2珍 ぜ = ポ+ が

および

( 2 9 ) ポ +が=  + 之の

注 〔2 5 )来期の価格は予想価格であるから，均衝状態においても，経済主体間で異なり得る。以下の分析で 

は，予想は不変とするから，来期の価格の要因は無視して差しつかえない。
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のようになる。

無時間の理論について考えたのと同じように，これらの関係からどのようにして価格体系が決定 

されるかを考えよう。価格調整の市場均衡で，価格体系は諸市場の需要供給が一致するように決定 

されるから，次の条件を満たさなければならない。

T\( N ( 冗0 t4̂ 0 rt \
-)V A) ノ V か ， A)，ドノ 

浏 デ ( i ,  卢) + バタ

ろ®(タ) = が̂(-
5?0

po ’ Po ' つ

これらの需要量，供給量は，消費者および生産者の収支の制約条件（2 8 )および（29) を満たすよ 

うに決定されているから，

脚 が ）+ (1/の一3/り+ —が）= 0  
Po

(26)
の関係をつねに満たしていなけれぱならない。このことから，労働市場，生産物市場，証券市場の 

うち二つの市場の需要供給が一致しているとき，残りの一つの市場の需要供給も必ず一致していな 

けれぱならないことが分かる。したがって，価格調整の市場均街における価格体系を決定する条件 

は，次の二つの等式によって表される。

Wo、
^  ノ V 加ノ わパ \ わ。ノ， Po ’
(32)

i t , 小 :w

このようにして一時的均衡理論は，今期の生産物価格を基準として表された来期の予想利潤
L po

予想生産物価格予想賃金率 I を与件として，今期の相対価格体系および割引因子^3の
po  (27' ) 剑  po

決定を説明することができる。同時に生産配分したがって今期の生産物単位の利潤および消費
po

配分の決定も説明される。

IV

前節で考えた二期間の経済について，数量調整の一時均衡を次に考えよう。すでに見たように， 

数量調整理論の特徴は，第一に，各経済主体の需要量が供給の数量制約のもとで決定されること， 

第二に，価格体系が固定されているという条件のもとで，諸市場の需要供給が均衡するように各経

注 （2 6 ) ワルラス法則である。

( 2 7 )利子率を；*とすると， iS = Y T ^の関係があるから，割引因子が決定されると考えるかわりに，利 

子率が決定されると考えてもよいr ここに7•は，生産物でもあり資本ストックでもある唯一の財の自 
己利子率である。自己利子率の定義については，ケインズ〔1の 第17享を参照せよ。
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済主体の数量制約が決定されることである。われわれの経済では，消費者は労働供給の数量制約に 

服して生産需要量を決定し，生産者は生産物供絵量の数量制約に服して労働需要量を決定する。そ 

して価格体系については，一 '̂ 3̂の相対価格" ^ と一つの割引因子/3が固定されている。 また，来斯 

の価格体系および数量制約に関する各経済主体の予想は不変の与件であるものとする。このような 

経済について，前節で得た価格調整の一時的均衡条件を手懸りとしながら，数量調整の一時的均衡 

条件を求めよう。

需要量はどのようにして供給量の数量制約と関係づけられるのであろう力、。これまでと同様，消 

費者は効用最大化，生産者は利潤最大化を目的として需要量，供給量を決定するものとし，数量制 

約が二期間にわたって実際に有効である場合を考えよう。まず消費者について，今期および来期の 

労働供給制約を；Coおよびとすると，最適条件は次のようになる。

ほ） —_"ぬ く
UyQ po

(34)  W\

(35)

Uyi

tfyo ク 0

Uyi ^p\

が） （チ +1 H + パ チ ル H れ營ポ

消費者は価格体系，利潤，労働供絡制約を所与として，これらの条件が満たされるように生産物の

消費需要量およびを決定する。（3 3 )および（3 4 )は，労働供給制約が実際に有効である 
(28)

ことを示している。そして残りの（3 5 )および（3 6 )は，そのとき消費者の問題が所得と価格体系 

を所与として二期間にわたる生産物需要を決定する問題に還元されることを示している。したがっ

て，来期の数量制約今期の生産物価格を単位として表した来期の利潤~?^~,来期の価格I ,  
, Po Po

t についての消費者の予想を不変とすれば，今期の生産物に対する消費者の需要2/?は，結局， 

今 期 の 所 得 お よ び 割 引 因 子 iSの関数として決定されることになる。さらに固定価格 

経済では，割引因子が固定されているから，今期の生産に対する消費者の需要は，究極には，今期 

の所得のみの関数になる。したがって

ゅ ゎ (~^ +チル）
(29)

のように書かれる。次に生産者について，今期および来期の生産物供給制約を2/0および^ 1 とす 

ると，最適条件は次のようになる。

注 （2 8 )最適需要量，供給量がゼロである場合を除く。クーンおよびタッカー〔11〕参照。

( 2 9 )消費が所得の関数となるのは何故かを問題としているクラウワー〔4〕は，このことをもってその 

説明としていると思われる。しかしこのことは，有効需要原理と価格理論の関係を考える上で，あま 

り重要なことではない。後述，注31を見よ。
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69)

(10

(12)

(38) も>)さ" ^  

f i i x ? ,  k o + z D ) さ
po

flix?, ko+Ẑ ~) ^Wi 
f z ix i ,  ko+z^') po

/O ? ,  ko) =  yo 

f ix ? , ko+z^') =  y\

生産者は初期資本ストック，価格体系，生産物供給制約を所与として，これらの条件が満たされろ

ように労働の需要量a;?, a ;?および生産物の投資需要量2 ^を決定する。消費者の場合と同様，は
(30)

じめの二つの条件は生産物供給制約が実際に有効である こ と を示している。今期の労働需要量は 

(41)から直ちに定まり，今期の生産物供給制約の関数である。その関係を，

3̂) x^=^Cyo)

と書こう。生産者の問題は，残りの（4 0 )および（4 2 )が示すように，来期の生産量と価格体系を

所与として費用が最小化されるように来期の労働と資本の投入量を決定する問題に遺元される。し

たがって，来期の数量制約2/1,今期の生産物価格を単位として表した来期の価格^ ,  につい
po po

ての生産者の予想を不変とすれば，今期の生産物に対する生産者の需要之のは割引因子/3のみの関 

数となる。そして固定価格経済では，割引因子が固定されているから，生産物に対する生産者の需 

要もまた固定されていると考えてよい。その関係を

と• こう。固定価格経済において各経済主体が供給量の制約のもとでの最適化を通じて需要量を決 

定するならば，各経済主体の予想を不変とするとき，（37), (43) が示すように生産物に対する消 

費者の需要，労働に対する生産者の需要は，それぞれ消費者の労働供給制約，生産者の生産物供給 

制約の関数となることが分かった。また（4 4 )が示すように，生産物に対する生産者の需要は不変 

と考えてよいことが分かった。

貸し付け市場あるいはIE券市場の需要供給および各経済主体の収支均等式については，前節とほ 

ぼ同様である。いま，今期の生産物を単位として表した証券の需要量をゲ^ ,供給量をがとすると， 

利潤がすべて消費者に分配しつくされる制度のもとでは

が=2の

である。2/?は 消 費 者 の 所 得 の 関 数 で あ り ， は定数Cであるから，ろぐがはまた

d曰 ろ げ  

が=c

注 （3 0 )消費者の場合と同様，最適需要量，供給量がゼロとなる場合を除く
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のようにも書かれる。これに対応して，消費者および生産者の収支均等式は，

(46)

および

m  y o + b ^= - ^+ - j- x ^+ z^

のようになる。

供給量の数量制約がどのように定まるかというのが残った問題である。数量調整の市場均衡で数 

量制約は，諸市場の需要供給が一致するように決定されるから，次の条件を満たさなければならな

い。

で 如 ニ ル

ところが，これらの需要量，供給量は，消費者および生産者の収支均等式（4 6 )および（47) を満 

たすように決定されているから，超過需要の価値和の恒等式

9̂) - :Co) + (l/? -  2/0) +〔が- が）=0
Po

が成り立つ。このことから，労働市場，生産物市場，証券市場のうち二つの市場の需要供給が一致 

しているとき，残りの一'"13の市場の需要供給も必ず一致していなけれぱならないことが分かる。ま 

た，が=2®であり，均衡において： であるから，生産者の収支均等式から，均衡において

(50) リ 0=~^~~I■-

であることが分かる。つまり，消費者の所得は生産者の生産量に等しい。したがって数量調整の市
(31)

場均衡条件は，結局次のニ式に要約される。

«o=fC2/o)
(51)

2/o=K2/o)+C

労働の需要関数f は生産関数/ の逆関数であろから，この体系はまた次のようにも* かれる。 

2/o=/C®o)
{53

yo=v(yo)+c

さらに，〔4 8 )の第一式を用いて第二式の57の中の1/0を a；oに置き換えると，次のようにも書き換

注 （3 1 )有効需要原理にとっては，このようにして導かれる消費需要と総生産の関数関係が重要である。こ 

の関数関係は，総生産と所得が等しいことから導かれる関係であって，クラウワー〔4〕の二重決定 

仮説とは関りがない。
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えられる。

2/o=/(a；o)

2/o=rC»o)+C
(32)

これは有効需要の原理にほかならない。（5 1 )から〔5 3 )までは，それの様々な表現である。

V

供給に対する数量制約が有効に作用するのは，云うまでもなく供給能力の範囲内である。したが 

って数量調整の市場均衡理論を適用し得るのは，均衡の数量制約が供給能力の範囲内に定まる場合 

のみである。ところが貯蓄，投資のある固定価格経済では，供給に対する数量制約が供給能力の範 

囲内にあるかぎり生産物に对する超過需要が解消しな、場合がある。価格体系が固定されたまま数 

量調整を通じて諸市場の需要供給均衡が達成され得るか否かは，価格体系がどのように固定されて 

いるかに依存する。つまり，考え得る様々な価格体系の範囲の中に，数量調整による均衡の達成が 

可能である領域と不可能である領域とを区別することができる。数量調整による均衡の達成が不可 

能であるような価格体系を持つ経済を超過需要経済と呼ぽう。超過需要経済は，諸市場の需要供給 

均衡達成のために価格調整を要する経済である。そのような場合がなぜあり得るかを明らかにする 

のが本節の目的である。

数量調整を通じての市場均衡が達成可能か否かの問題は，労働雇用量の変動を通じて生産物の需 

要と供給を一致させ得るか否かの問題に帰着する。なぜなら，生産物の需要と供給は，いずれも労 

働雇用量の関数と見なし得るからである。まず生産物供給量は，生産関数を通じて労働雇用量と結 

びつけられているから，労働雇用量が増減するとこの関係に従って増減する。また生産物需要量は, 

消費需要と投資需要に分けられ，すでに見たように，来期に関する予想が不変であり価格体系が固 

定されているという条件のもとでは，投資需要量は不変である。そして消費需要量は労働雇用量に 

よ っ て 定 ま る 消 費 者 の 所 得 の 関 数 で あ る 。さらにその所得について見ると，利潤は 

労働雇用量の関数として

のように定まっているものと考えてよいから，結局，所得は生産物供絵量/ (rco)に等しい。生産物

供給量は労働雇用量の関数であるから，消費者の所得も労働雇用量の関数であるということになる。
( 33)

このようにして，生産物需要量も労働雇用量の関数であることが分かる。

以上のことから，数量調整を通じての市場均衡が達成可能か杏かの問題は，また，生産物供給量

注 （32) (5 1 )あろいは（52 )が多くの教科書に見られろサミュュルソン〔15〕の表現であり，〔53) がケイ 

ンズ〔1のの表現である。

〔3 3 )前節（53)式を見よ。
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の変動を通じて生産物の需要と供給を一致させ得るか否かの問題に帰着するということもできるこ
( 34)

とが分かる。

ところが生産物供給量の変動範囲は，供給側の条件によって限定されている。 その範囲を決定す 

る一つの要因は経済の資源賦存量であり，もう一つの要因は経済主体の最適化行動である。まず資 

源賦存量について見ると，各期の資本ストックは歴史与件として定まっている。また労働は，消費 

者の能力と生存条件の制約を受けるから無制限には供絵され得ない。各期の生産量は，当期の資本 

ストックと最大限の労働を投入して生産され得る限度を超えることはできない。いま，今期の最大 

限の労働供給量をがとすると，今期の最大限の生産物供給量は，

が= , が , ko)

によって定義される2/1である。

固定価格経済では，生産物供給量の変動範囲は経済主体の最適化行動によっても限定される。価

格体系が一つ定まると，各経済主体について，数量制約を受けない場合の最適供給量が定まる。各

主体が，望まない取り引きを強制されることがないならば，各主体の供給量はこの最適量を超える

ことはないはずである。生産物供絵量の変動範囲が経済主体の最適化行動によって限定されると考

えられる一つの理由は，消費者の効用最大化によって労働供給量の変動範囲が限定されるというこ

とである。最大限の労働供給量は，所与の価格体系のもとでの，数量制約を受けない最適労働供給

量である。それがどのように定まるか，立ち入って調べておこう。すでに第三節で見たように，供

給に対する数量制約がない場合は，来期に関する予想と今期の価格体系を所与とした消費者の最適
(35)

労働供給量aJo, X i および最適消費需要量？/0, 2/1は次の四つの条件によって定まる。

UXr] Wo

Uyu po 

Ux\ W\

脚 か
Wyo t>Q 

U yi ^ p \

( チ ペ チ 食 め

最適労働供絵量および最適消費需要量は，価格体系だけではなく，利潤所得についての消費者の予 

想にも依存する。一時的均衡の状態においては，今期の消費計画と今期の生産計画は斉合していな 

けれぱならないから，

(5̂  -^~=fQxo') で冗0 

である。結局，今期の価格体系チ’ 来 期 の 価 格 体 系 -4^ , 割引因子ん来期の利潤

注 （3 4 )前節〔51 )式あるいは（52 )式を見よ。

(35) (5 4 )は，本稿第皿節，（20 )から（2 2 )までと同じである。

( 3 6 )つまり，所得は総生産に等しい。
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を所与として（5 4 )および〔5 5 )によって定まるiCoを、消費者の効用最大化によって定まる最大 

限の労働供給量である。それをがとすると，生産物供給量は 

が= パが，ko)

によって定義されるがを超えることができない。生産物供給量の変動範囲が経済主体の最適化行 

動によって限定されると考えられるもう一'^^の理由は，生産者の利潤最大化によって生産物供給量 

の変動範囲が直接に限定されるということである。最大限の生産物供給量は，所与の価格体系のも 

とでの，数量制約を受けない最適生産物供給量である。すなわち今期の生産物供給量は，

f'Cx, ko)=-
Po

が= / 0 ’ ko)

によって定義されるがを超えることができない。

このように，数量調整が可能な範囲は二重に限定されている。一'"3は，経済の基本構造にかかわ 

る条件，すなわち消費者の生存条件と生産者の技術条件が定める生産物供給量の最大限であり，も 

う一'̂ ：̂5は，固定価格体系のもとでの主体の最適化行動が定める生産物供給量の最大限である。これ 

には，消費者の効用最大化にとっての最適労働供給量を通じて定まる最大限と，生産者の利潤最大 

化にとっての最適生産物供給量が直接に定める最大限とがある。需要が定める数量制約は，これら 

の最大限のどれを超えても有効ではない。

したがって，価格体系が固定されたまま数量調整を通じて市場均衡が成立し得るか否かは，需要 

が定める数量制約の有効な範囲内で生産物供給量が変動するとき，生産物需要量がどのように調整 

されるかにかかっている。すでに指摘したとおり，固定価格経済では投資需要は不変と見なし得る 

から，消費需要のみが問題である。生産物供給量したがって所得が変動するとき，消費需要量はど 

のように変動するであろう力よく知られているように，効用最大化理論によってこの関数形を特 

定することはほとんどできない。そこで，経験法則に従って，

械 y°=a+cy, a>Q, l> c> 0  

という通常の線形消費関数を想定しよう。そのとき生産物の総需要量は，

7̂) y°-\-z=Qa-\-z)+cy 

となる。 2 , a , Cは価格体系に依存して定まる定数である。

消費需要関数が（5 6 ) ,従って総需要関数が（5 7 )のように特定されるならば，生産物供給量が 

供給側の要因によって定まる上限において生産物の超過需要があるとき，数量調整による市場均衡 

は成立し得ない。超過需要量は生産物供給量の減小関数であるからである。限界消費性向e が1 よ 

り小さいから，生産物供給量が増大するとき，消費需要は増大するがその増分は生産物供給量の増 

分より小さい。他方投資需要は不変であるから，生産物供給量が増大すると超過需要は減少する。 

このことは，〔57) から導かれる超過需要の式 

y°+ z—y=(.a+ z)—0 .—c)y 

によって明確に示される。生産物の超過需要があるとき，それが解消するためには生産物供給量が
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ふえなければならない。したがって固定価格経済において，生産物供給量が変動可能範囲の上限に 

達したときになお超過需要が残る場合は，数量調整による均衡の達成は不可能である。

固定価格経済において，数量調整の市場均衡が成立するか否かは，要するに，生産物供給量の変 

動可能範囲と総需要関数の関係によって定まる。（5 7 )が示すように，生産物の供給量が0 である 

とき，需要量は正であるから，超過需要が存在する。供給量がふえると消費需要量はふえるが，限 

界消費性向が1 より小さいから，超過需要は減小する。しかし他方，生産物供絵量の変動範囲は限 

定されている。変動可能範囲内で供給量の変動を通じての需要調整が不十分であるとき，市場均衡 

は成立しない。

この問題はさらに，価格体系がどのように固定されているかに関っている。生産物の供給量が0 

のときにどれだけの超過需要が存在するか，供給量の変動を通じてどれだけ需要量が調整されるか 

は，総需要関数〔57)の形を定める定数 C, に依存する。また供給量変動の上限は，2/1,y\ 

がのうち最小のものによって定まる。効用関数と生産関数を所与とすれば，経済主体の最適化行動 

を通じて，a 、 C, 2, がはいずれも価格体系の関数として定まる。したがって，価格体系が 

固定されたまま数量調整のみを通じて市場均衡が達成されるか否かは，価格体系がどのように固定
(38)

されているかによってきまる。

消費者の効用最大化および生産者の利潤最大化の前提のもとで，消費者の効用関数，生産者の生 

産関数，今期の資本ストックを所与とすると，数量調整のみを通じて諸市場の需要供給が均衡に導 

かれることを許容する価格体系と，それを許容しない価格体系のあることが分かった。数量調整理 

論したがって有効需要理論を適用し得るのは，前者の場合のみである。後者の場合は，何らかの形 

で価格変動を考慮した理論が要求される。
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